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要旨： 

2014 年より、TIPO（台湾智慧財産局）は、テクノロジー産業におけるグリーンエネルギーの

研究開発と展開の進展を促進すべく、発明専利加速審査プログラムにおいて新たな事由として

「出願された発明がグリーンエネルギー技術に関連するもの」（事由 4）を申請条件の一つに追

加すると共に審査結果の通知期間を規定した。本稿では、台湾におけるグリーンテクノロジー関

連特許出願に基づいた加速審査の紹介と現状を説明する。 

 

１．はじめに 

台湾において、出願案件が他国に対応案件がある又はその内容が既に商業上

実施されている場合、出願人は、早期審査制度「発明専利（特許）加速審査プ

ログラム」（Accelerated Examination Program, AEP）の制度（事由 1 から 3）

を利用して、特許出願を審理する台湾智慧財産局（知的財産局，TIPO）に対

して当該他国における審査資料又は商業上の実施に必要な関連する証明書類を

提出することで、TIPO に案件処理のスケジュールを変更させて、優先的に審

査される資格を得て、早期に特許権を取得することができる。 

近年、世界中で 2050 年カーボンニュートラルが目標とされ、テクノロジー

産業においては、従来の太陽光発電、燃料電池、風力発電から近年の EV（電

気自動車）等の産業に至るまで、低炭素化の創出によってテクノロジー発展と

環境保護との均衡を保つことに力が注がれて来た。台湾のテクノロジー産業

も、グリーンテクノロジーの開発に多くのリソースを投資してきた。2014 年よ

り、TIPO は、テクノロジー産業におけるグリーンエネルギーの研究開発と展

開の進展を促進すべく、発明専利加速審査プログラム（以下、AEP という）に

おいて新たな事由として「出願された発明がグリーンエネルギー技術に関連す

るもの」（事由 4）を申請条件の一つに追加すると共に審査結果の通知期間を規
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定した。 

 

２．台湾におけるグリーンテクノロジー特許の加速審査の概況 

2022 年 1 月、AEP 制度を時代に合わせるべく、TIPO は、事由 4 における

「グリーンエネルギー技術」を「グリーンテクノロジー」に修正して用語を国

際的に産業界で慣用される表現に合致させると共に、一般出願の審査期間が短

縮されている状況において、加速審査の効果をより顕著にするため、審査結果

の通知期間を当初の「9 ヶ月」から「6 ヶ月」に短縮した。本稿では、今回の

AEP の調整を切り口に、グリーンテクノロジーに基づく加速審査において実務

上注意すべき事項について紹介する。 

 

（１）理由説明における注意事項 

TIPO が公布した AEP の内容によると、事由 4 によって加速審査を申請する

場合、出願に係る発明がグリーンテクノロジーに関連するものであることの説

明を提出しなければならない。その説明においては、TIPO の審査官が出願案

件がグリーンテクノロジーに属するものであるか否かを判断するのに役立つよ

うに、出願に係る特許請求の範囲においてどの請求項に記載される内容がグリ

ーンテクノロジーに関連するものであるのかを明確に示さなければならない。

そしてその際には明細書の内容を引用したり、技術の説明に関する書類を別添

することができる。 

同じく AEP の内容によると、いわゆる「グリーンテクノロジー」とは、省

エネルギー技術、新エネルギー、新エネルギー自動車等の技術分野に関するも

の、又は、低炭素技術及び資源使用量の節約等の技術に関するものをいう。ま

た、TIPO が 2022 年 1 月 1 日に公布した「AEP Q&A」において、更に例を挙

げながらグリーンテクノロジーが以下の技術分野であってよいことが開示され

ている。即ち、「1. 太陽エネルギー、2. 風力エネルギー、3. バイオエネルギ

ー、4. 水力エネルギー、5. 地熱エネルギー、6. 海洋エネルギー、7. 水素エネ

ルギーと燃料電池、8. 二酸化炭素の貯留、9. 廃棄物エネルギー、10. LED 照

明、11. 環境に優しい自動車技術」。ただし、これらの技術分野に限定はされて
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おらず、「出願案件に新エネルギー、代替エネルギーが含まれる場合や、出願

案件に環境に有益な省エネルギー製品、低炭素排出製品、資源回収再利用が含

まれる場合は、いずれもグリーンテクノロジーの範疇に属し得る」とされてい

る。このように、事由 4 を満たすグリーンテクノロジーは極めて広い範囲に及

ぶと言える。 

また、手続上、AEP を申請できるタイミングは出願人が TIPO からの実体審

査開始通知又は再審査開始通知を受領した後であり、AEP 申請の回数に制限は

ない。TIPO が申請者によって説明された理由では特許出願に係る発明がグリ

ーンテクノロジーに属するものであることを十分に証明できないと判断した場

合、申請者はその他の傍証資料を提出することで、再度加速審査を請求するこ

とが可能である。 

これまでの経験から言えば、特許請求の範囲の請求項がグリーンテクノロジ

ーに関連する内容となっているか否かに注意すべきである。単に明細書にグリ

ーンテクノロジーについて幅広く言及するだけでは足りず、説明書類において

請求項のどの技術内容がグリーンテクノロジーと直接の関係があるのかを明確

に示す必要がある。明細書、図面の内容又はその他の補足資料は、請求項がグ

リーンテクノロジーの範囲に含まれる関連技術に属することを傍証するための

ものに過ぎず、それ自体は加速審査の対象となるか否かの根拠とはならない。

また、上記「AEP Q&A」によれば、グリーンテクノロジーであることを説明

する書類において「申請者が提出した証明書類がグリーンテクノロジーの関連

範囲の研究計画の証明書類であり、当該研究計画の内容と出願に係る特許請求

の範囲におけるいずれか一つの請求項との関連性が説明されていれば、当該発

明がグリーンエネルギーに関するものであることを証明するに足る」と言及さ

れている。このように、一つの請求項についてグリーンテクノロジーとの関連

を示すだけで、AEP 申請の要件を満たすことができるのであって、すべての請

求項について説明する必要はない。 

例えば、特許出願の技術分野が明らかにグリーンテクノロジーに属するもの

であり、請求項における発明の対象（subject matter）もグリーンテクノロジー

と直接関連するものであれば、例えば、「電気自動車」、「太陽光発電効率向上
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システム」、「知能学習型省エネ制御システム」、「燃料電池のバイポーラプレー

ト」のように、請求項の内容を直接示すことができる。 

請求項にグリーンテクノロジーに属する内容が直接記載されていないもの

の、例えばある材料が環境保護に関わる材料であって回収時に環境破壊をもた

らすことがないというような一つの技術内容が含まれる場合、明細書の記載内

容を引用したり、他の傍証資料を提出すると共に、当該材料が環境保護の材料

であることを解説することで、出願に係る発明がグリーンテクノロジーの範囲

に属するものであることを証明することができる。 

しかしながら、注意しなければならない点は、訴訟の観点から言えば、加速

審査の申請のプロセスは出願案件の審査経過の一つであるため、説明書類及び

提出された傍証資料がいずれも包袋閲覧によって一般に公開されることであ

る。上述したように、説明書類の主な目的は請求項がグリーンテクノロジーの

範囲に属することを示すことにある。それは即ち特許請求の範囲を自ら解釈す

ることである。従って、説明書類におけるすべての声明が将来的に特許有効性

及び特許権侵害を評価する根拠となり、特許請求の範囲の解釈に影響を及ぼし

得る。 

例えば、台湾智慧財産法院（知的財産裁判所）2018 年度民専上更（二）字第

2 号民事判決において、被告（係争特許権を侵害した疑いのある技術をもって

特許出願した当事者）が加速審査において提出した説明書類が、被告による係

争特許権の侵害が完全に故意によるものであることを証明するものであるとの

主張の根拠として、係争特許の権利者によって引用されている。このことか

ら、加速審査の説明書類は、請求項の権利範囲の解釈に直結するものであるた

め、将来的に自分自身に対する不利な証拠にならないよう、加速審査の説明書

類における説明や用語は十分に検討する必要があることがわかる。 

このように、加速審査における説明書類は出願に係る特許請求の範囲の請求

項がグリーンテクノロジーに属するものであることを示す必要はあるものの、

原則として請求項のうちいずれか一項について説明しさえすればよく、また

AEP 申請は一回に限られているわけではなく、受理されなかったとしても、資

料や説明を補足して再度申請することができることから、加速審査時に行った
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過度に限定する説明が、加速審査の内容が審査経過に記録されることによっ

て、後日侵害事件において不利益をもたらすことを回避するために、加速審査

の説明書類又は傍証資料は可能な限り簡潔なものとすることを提案する。詳細

に過ぎる説明は、最終的に特許請求の範囲が狭く解釈される状況をもたらす可

能性がある。 

 

（２）加速審査の審理期間 

加速審査を経た出願の審査期間について、TIPO が 2022 年 11 月 7 日に公布

した統計資料によると、2022 年 1 月から 10 月までの統計で、事由 4 によって

AEP を申請した案件が一次審査通知を受領するまでの平均期間は 56.2 日とな

っており、2 ヶ月足らずで TIPO 審査官の審査意見通知を受領できている。今

までの AEP 申請案件では、僅か 1 ヶ月足らずで一次審査通知を受領したもの

もある。TIPO が 2022 年 4 月に公布した 2021 年年報における特許出願の初審

査期間に公表された一次審査通知までの平均期間は 8.7 ヶ月となっており、事

由 4 によって AEP を申請した場合の特許出願審査期間の短縮には著しい効果

が見られる。 

 

３．おわりに 

グリーンテクノロジーを事由とする加速審査の申請について、適切な説明を

付して行うその申請内容が TIPO の許可基準を満たすようにすることは困難な

ことではない。ただし、後日遭遇し得る特許争訟を全般的に考慮した上で、説

明書類は慎重に且つ簡潔なものを作成して提出すればよい。これにより、後日

特許査定となり権利化された後でも他人によって特許権者に不利な解釈がなさ

れることを回避することができる。或いは、もし出願人に特許出願する時点で

既に後日加速審査を申請する意思がある場合は、請求項のうち少なくとも一つ

の技術がグリーンテクノロジーに関連するものであるとの説明を直接明細書に

盛り込んでおくことも一考の価値がある。当然ながら、この場合は、特許請求

の範囲が狭く解釈されてしまう可能性も考慮する必要がある。しかしながら、

出願時に早めに計画しておけば、後日加速審査の説明書類を提出する際に他の
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傍証資料を補足として提出する必要もなく、特許請求の範囲が狭く解釈されて

しまう更に多くの可能性を回避することができる。 

こうして見ると、他国に対応案がない又は他国の対応案について審査結果が

まだ出ていない台湾特許出願についても、グリーンテクノロジー関連であるこ

とを事由に加速審査を申請することで、審査期間を極めて効果的に短縮するこ

とができ、台湾特許出願を第一国出願とする出願人が他国への出願を望む場合

は、TIPO の AEP 審査結果を参考にして他国に出願するか否かを判断すること

もでき、特許の早期ポートフォリオ構築及び戦略にも極めて効果的である。 


